
日本の漁業の現状と将来 
（水産政策の本流からみた提案） 
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※内容は、あくまで澤野個人の考え・見解です。 



                                                                                                  2007（平成19）年2月2日 
                                                                                                 （社）日本経済調査協議会 
 
                         「魚食をまもる水産業の戦略的な抜本改革を急げ」 
                                水産業改革髙木委員会 緊急提言  
 
１．海洋環境の保護と水産資源の有効利用のため、水産資源を無主物としての扱いではなく 
   日本国民共有の財産と明確に位置づけよ。 
 
２．水産業の抜本的な構造改革を水産業への参入のオープン化と包括的かつ中長期的な 
   戦略政策を明示し推進せよ。 
（１）水産業への参入のオープン化を促進するため、水産業関連法制度の抜本的見直しが必要 
   （漁業法、水産業協同組合法、漁船法などの抜本改正） 
（２）目標、水準、期限、予算規模を明確にした中長期的なパッケージ戦略政策を立てる。 
    ①海域・資源（魚種）ごとの漁獲量の設定、漁獲努力量の削減・再配置 
      （減船、休漁、漁船の近代化と新船建造、雇用対策などの包括的ビジョンの構築） 
    ②科学データを根拠とした資源管理と厳格な取締り・罰則の徹底。 
    ③譲渡可能個別漁獲割当（ITQ）制度、地域漁獲割当制度の導入。 
  
３．水産業の戦略的な抜本改革のため水産予算の弾力的な組替えを断行せよ。 
    漁港建設などに偏重した公共事業予算を、構造改革に目途がつくまでの間、改革予算 
    に徹底シフト。 
                                                                                                                              

１．海洋環境の保護と水産資源の有効利用のため、水産資源を無主物としての扱いではなく 
   日本国民共有の財産と明確に位置づけよ。 

２．水産業の抜本的な構造改革を水産業への参入のオープン化と包括的かつ中長期的な 
   戦略政策を明示し推進せよ。 

３．水産業の戦略的な抜本改革のため水産予算の弾力的な組替えを断行せよ。 
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データ：農林水産省「漁業経営調査報告」、水産庁資料「水産早わかり」 
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隻
数

 

年度 

漁船建造許可（農林水産大臣）隻数の推移 

・漁船建造も減り続け、老朽化が進む 
・大型漁船の約6割が船齢20年以上 
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データ：農林水産省「漁業就業者動向調査」ほか 
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漁業就業者数の推移 

・減り続ける日本の漁業者 
・戦後100万人以上が17万人にまで減少 
・60歳以上が48％、65歳以上が35％ 
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2688 858 764 
729 119 

287 14803 

8926 3513 2514 
1462 272 

2094 74667 
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北海道 青森 岩手 宮城 福島 茨城 千葉 全国 

後継者の有無別個人経営体数の割合 
（2013年漁業センサス） 

あり なし 
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主要国の“漁業”生産性 

出所：ニッスイ社内資料(一部を改変） 

主要国の漁業
生産性比較（2006年）

NZ チリ ノルウェー 日本

1トン未満隻数 4,227 28,190
1～20トン隻数 719 1,817 60,155

20～500トン隻数 595 698 2,075
500トン以上隻数 46 162 202

漁船隻数計 1,360 6,904 7,041 90,622

漁獲トン数（トン） 567,724 3,800,000 2,256,390 5,735,000
漁業就業者(人） 7,155 70,866 13,336 212,470

1隻当り漁獲トン数 417 550 320 63
1人当り漁獲トン数 79 54 169 27

　※NZ　Commercial fisheries services Ltd. 漁船隻数、漁獲量は2008年
　※ﾁﾘ　Sernapesca   2008年ﾃﾞｰﾀ　漁船隻数は概略（非動力船を除く）
　※ﾉﾙｳｪｰ　Directorate of Fisheries 2007年ﾃﾞｰﾀ　（漁船規模は不明）
　※日本　平成19年水産白書　　漁船隻数は非動力船を除く

・日本の漁業生産力はノルウエーの1隻当たりで２０％、1人当たりで１６％ 

○ 
○ ○ ○ 

○ ○ 
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万トン

海面漁業魚種別漁獲量の推移（全国）

マイワシ

７魚種合計

その他魚介類

（注） ７魚種 ： スケトウダラ、マアジ、サバ類、サンマ、カタクチイワシ、スルメイカ、ホッケ 

マイワシの豊漁で資源管理対策が遅れた水産行政 

出所：農林水産省「漁業・養殖業生産統計」 
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出典：世界銀行レポート「 ＦＩＳＨ ＴＯ ２０３０」 

“世界で日本の漁業生産のみがマイナス予測” 
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日本の漁業者は資源の減少を実感 

資料：農林水産省「食料・農業・農村及び水産資源の持続的利用に関する意識・意向調査」（平成２３年５月公表） 
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（注）系群とは、一つの魚種の中で、産卵期、産卵場、分布、回遊、成長などの生物学的特徴が同じ集団。資源変動の基本単位。 

「近年の資源水準の推移をみると、低位の割合が減少し、中位の割合が増加する傾向にあり、全体としてはおおむね安定的に推
移していると考えられます。」（平成26年度版水産白書） 

「近年の資源水準の推移をみると、低位水準にある資源の割合が減少し、中位水準にある資源の割合が増加する傾向にありまし
たが、平成26（2014）年度は中位水準にある資源が減少し、その一方で、高位水準にある資源と低位水準にある資源が増加しまし
た。」（平成27年度版水産白書） 

日本の水産資源は「悪化」しているのか？ 
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2008年～ 
     52魚種 
     84系群 

データ：水産庁・水産総合研究センター「我が国周辺水域の漁業資源評価」 
（注）資源水準とは、過去20年以上にわたる資源量や漁獲量の推移から「高位・中位・低位」の３段階で区分した水準をいう。 

高位

高位

高位

高位

高位

高位

中位

中位

中位

中位

中位

中位

低位

低位

低位

低位

低位

低位

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2014年

2013年

2012年

2011年

2008年

1999年

日本周辺水域における水産資源の現況

・資源評価52魚種84系群のうち高位水準は17％しかなく、しかも79％が減少横ばい 
・現在の資源評価の対象魚種・系群（52魚種・84系群）になったのは2008年以降 
・ただし、資源水準の基準区分の方法が魚種や系群で未だに不統一が残る 

2006年 52魚種 
      93系群 

“強い漁業”（成長産業化）の大前提＝水産資源の回復 

1999年 42魚種 
     101系群 
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資料：新潟県新資源管理制度導入検討委員会（新潟県ホームページ） 
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資料：新潟県新資源管理制度導入検討委員会（新潟県ホームページ） 
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資料：新潟県新資源管理制度導入検討委員会（新潟県ホームページ） 

31 



資料：新潟県新資源管理制度導入検討委員会（新潟県ホームページ） 
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資料：新潟県新資源管理制度導入検討委員会（新潟県ホームページ） 
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キチジ（きんき、めんめ） 

生物学的特性（太平洋北部系群） 
 ・寿命： 20歳程度  
 ・成熟開始年齢： 雄5歳（100％） 
 ・雌10歳（11％）、11歳（35％）、12歳（69％）  
 ・産卵期： 1～4月  
 ・索餌場：水深350～1,300mの深海域  
 ・食性： エビ類、オキアミ類、クモヒトデ類、 
      端脚類、多毛類、魚類  

（太平洋北部系群） 
（道東・道南系群） 
（オホーツク海系群） 

出所：水産庁・水産総合研究センター「資源評価（平成26年度）」 
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データ：農林水産省「漁業・養殖業生産統計」 
写真提供：水産総合研究センター開発調査センター 

・漁獲量ピーク時1962年（Ｓ37）で14,766トンが2014年（Ｈ26）で1100トン、7％にまで激減  
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キチジ漁獲量（漁業種類別）の推移 

底びき網 はえなわ 刺網 その他 
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底びき網による海底通過の推定（東北太平洋岸の例） 

１０ヶ月間で9679 回通過 
網がこの海域を均等に通過したとすると、 

すべての海底を約７回通過した 
ことになる。 1999年の沖合底びき船データ 

出所：水産総合研究センター東北区水産研究所八戸支所 
36 



A. 調査年: 1953-1955 
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魚類 

多毛類 

クモヒトデ類 

端脚類 

オキアミ類 

底生性エビ類 

餌の種類  n=9 n=12 n=5 n=11 n=31 n=24 n=12 n=32 n=13 n=21 

n=61 n=43 n=42 n=153 n=209 n=162 n=135 n=48 n=86 n=61 

キチジ餌生物頻度組成の季節変化 

・資源量が多かった1950年代の主要な餌生物は甲殻類（特にエビ類） 
・資源量が減少した2000年代には、クモヒトデ類や多毛類が増加 
・餌生物はエビ類の割合が低下、成長も悪化（平均体長１７ｃｍ→８ｃｍ）   

出所：水産総合研究センター東北区水産研究所八戸支所 
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図．水揚げ物の体長組成（2004年）． 
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・小型魚（15cm以下）の漁獲が急増 
・特に、宮城以南のトロール漁業 
・岩手県でも小型魚の割合が増加 

注）体長は標準体長を示す 

１９７３年 

出所：水産総合研究センター東北区水産研究所八戸支所 

 10    15    20   25  30 

 10    15    20   25  30 
図．宮古魚市場の体長組成（1973年、1985年） 

１７ｃｍ 

１２ｃｍ 

８ｃｍ 

１９８５年 

２００４年 
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40 操業1回当たりの体長別尾数（上）及び漁獲金額（下） 
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・体長15cm以下の比率：90%（尾数) 

・体長15cm以下の比率：1%（金額） 0
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キチジの体長と単価の関係 
出所：水産総合研究センター開発調査センター 39 



スケトウダラ 
（太平洋系群） 
（オホーツク海南部系群） 

生物学的特性（太平洋系群） 
 ・寿命： 不明（10歳以上）  
 ・成熟開始年齢： 3歳～  
 ・産卵期： 12～3月  
 ・索餌期： 初夏～秋季  

（日本海北部群） 

出所：水産庁・水産総合研究センター「資源評価（平成26年度）」 
40 
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スケトウダラ 
（日本海北部系群） （平成26年度評価） 

資源量 漁獲量 

・資源は極めて低位かつ減少 

現状のままでは、 
・10年後にＢｌｉｍｉｔまで回復する確率は０％ 
・2031年にはＢｂａｎを下回り“禁漁” 

出所：水産庁・水産総合研究センター「資源評価票（平成26年度）」 Blimit（14万トン）：最低親魚量水準 Bban（3万トン）：禁漁 

1.0万トン（2013） 

親魚量3.8万トン（2013） 

9.6万トン（2013） 
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ハタハタ 
（日本海北部系群） 

（平成26年度評価） 

出所：水産庁・水産総合研究センター「平成26年度資源評価（ダイジェスト版）」 

管理方策 
・資源水準は低位、動向は減少 
・資源水準が中位となり、大型魚も安定して漁獲できる状態になるよう、 漁獲を   
 現状よりも抑えるべき  

生物学的特性 
・寿命：５歳 
・成熟年齢：雄１歳、雌２歳 

43 



秋田県ハタハタ漁獲量の推移 ○総漁獲可能量（ＴＡＣ）を決定 
○沿岸と沖合で漁獲量を割当て 

▲漁獲の過剰 
▲科学的情報の不足 
▲他県との漁獲競争 
⇒資源水準の低下 
⇒漁獲量の減少 

全面禁漁（３年間） 
 平成４年～６年 

出所：秋田県庁ＨＰ「平成２６年度ハタハタ資源対策協議会資料」（一部改変） 

70トン（H3） 143トン（H7） 

3,055トン（H16） 

◎平成16年漁期の漁獲量は3,055トン（資源量 約5,000トン、ＴＡＣ枠 2,500トン、漁獲実績 122%） 
◎平成26年漁期の漁獲量は1,205トン（資源量 約4,200トン、ＴＡＣ枠 1,680トン、漁獲実績  72%） 

※ 漁期：9月～翌6月 
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成熟年齢：雄２歳（1.5ｋｇ、40ｃｍ）、雌３歳（2ｋｇ、50ｃｍ） 
漁獲尾数の割合：0～1歳 ５８％、0～2歳 ７６％（2013） 
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・現状の漁獲を継続した場合、資源量および親魚量は減少すると予測 
・漁獲圧（量）の緊急な削減と未成魚、特に0歳魚の保護や効率的な種苗放流が重要 
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太平洋クロマグロの漁獲の９８％が“未成魚” 

資料：水産庁「太平洋クロマグロの資源・養殖管理全国会議」（2014年8月26日） 48 



資料：東京海洋大学准教授 勝川俊雄氏の試算による 
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マ サ バ 

生物学的特性（太平洋系群） 
 ・寿命： 7～8歳（最高11歳）  
 ・成熟開始年齢： 1歳（0％）、2歳（50％）、 
            3歳（100％）  
 ・産卵期： 冬～春季（1～6月） 
 ・索餌期： 夏～秋季  

（太平洋系群） 
（対馬暖流系群） 
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195万トン 
（2014） 

マ サ バ 
（太平洋系群） （平成26年度評価） 

漁獲量 資源量 

・2007年より漁獲上限を実施 
・資源は低位ながら増加（2014年度評価） 
・2013年親魚量（41.3万トン）＜Blimit（45万トン） 
・資源量は2013年136万トン、2014年195万トンと増加 
・2015年には親魚量がBlimit（45万トン）を上回る見込み 
 出所：水産庁・水産総合研究センター「平成26年度資源評価」（ダイジェスト版） 

147万トン（1978） 

2万トン（1992） 5万トン（2002） 22万トン（2013） 

474万トン（1979） 

15万トン（2001） 136万トン（2013） 
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魚種交代 
（マイワシ・サンマ・カタクチイワシ・さば類） 
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写真：マルハニチロ水産 片野歩氏提供 （2009年8月撮影） 

沿岸に押し寄せる大型マサバ （アイスランド） 

・「黒潮流域のマサバには、乱獲の結果、1996年以降腰折れ状態
が見られる。」 
・「多くの研究者が資源管理政策が対応し得ていないと警告してい
る。」 
 
 川崎 健：「イワシと気候変動―漁業の未来を考える」、岩波新書、2009 
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データ：水産庁・水産総合研究センター「資源評価（平成26年度）」 

・日本は小型の未成魚(0・1歳）まで獲ってしまう“モグラたたき”漁業 
・ノルウエーは資源管理で３０ｃｍ（2歳）未満は漁獲禁止 
・２００７年より北部まき網で漁獲上限を実施 
・２０１２年は漁獲努力量の抑制が反映し２・３歳魚が主体 
・２０１３年は０歳魚の資源尾数が非常に多かった（５５．３億尾） 
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資料：新潟県新資源管理制度導入検討委員会（新潟県ホームページ） 
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操業抑制によって魚は確かに増える 

 

資料：東京海洋大学准教授 勝川俊雄氏の提供による 
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わが国漁業の再生・自立のために：「強い漁業」成長産業化ビジョン 

このままでは、日本人は国産品も輸入品も食べられなくなる 
・日本周辺のさかな（マグロ、アジ、サバなど）が減少・悪化 
・日本の漁業者の高齢化と漁船の老朽化で生産力が低下 
・外国からの輸入も買い負けと過剰漁獲で減少 
・消費者の“ともかく安く”の意識が漁業経営も圧迫       

外国では漁業の改革・再生・自立でＶ字回復・成長・発展 

漁業・資源管理の意識・制度・予算を抜本改革 
○ 水産資源（さかな）を国民共有の財産と明文化する○ 
旧態化した法律・制度と行政組織を改正・改編する 
○ 資源回復の中長期的な目標数量シナリオを決める 
○ 沿岸沖合離島漁業に個別割当（ＩＱ）制度を導入する 
○ 漁船を買上げ減船などで適正な規模数にする 
○ 漁業者所得への直接交付（収益納付）を実施する 
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水産資源を共有財産と定めている法的規定の例 
国連海洋法条約：第１部（前文） 
・・・国の管轄権の及ぶ区域の境界の外の海底及びその下並びにその資源が人類の共同の財産（as well as its   
resources, are the common heritage of mankind）であり、・・・ 

ＥＵ共通漁業政策：序論 
・・・漁業資源はわれわれの共有財産の一部である（Fish resources are part of our common heritage） 

アイスランド漁業管理法：第１章 第１条 
開発可能な海洋資源（marine stocks）は、アイスランド国の共通所有物（the common property of the Icelandic   
nation ）である。 

ブラジル憲法：第２０条 
大陸棚及び排他的経済水域の天然資源は連邦政府の資産・・・・ 

米国（NOAA Statement） 
天然資源は、公共信頼主義（public trust doctrine)に基づく公共資産で、個人の所有によるものではなく 
(incapable of private ownership)、政府は被信託者として、その管理の権限と責任を有している。 

 
海洋基本法（平成19年法律第33号）：第7条 海洋に関する国際的協調 
海洋が人類共通の財産であり、・・・海洋に関する施策の推進は、・・・国際的協調の下に行われなければならない。 
規制・制度改革に係る追加方針（平成23年7月22日 閣議決定）：資源管理の強化 
我が国の排他的経済水域内の水産資源は国民共通の財産であるとの理念の下、資源管理に計画的に・・・ 
水循環基本法（平成26年法律第16号）：第3条 基本理念 
２ 水が国民共有の貴重な財産であり、公共性の高いものであることに鑑み、水については、その適正な利用が・・・ 

農地法（昭和27年法律第229号、最終改正平成26年法律第69号）：第1条 目的 
国内の農業生産の基盤である農地が現在及び将来における国民のための限られた資源であり、・・・ 

出所：日本経済調査協議会水産業改革髙木委員会提言（２００７年７月）を改変 

○ わが国も水産資源（さかな）は“国民共有の財産”であると明文化すべき 

「意識の改革」 
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出所：新潟県新資源管理制度導入検討委員会（新潟県ホームページ）を改変 

「制度の改革①」 
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区画漁業権免許の優先順位 「制度の改革②」 

一般企業も公平に 
漁業参入できるよう
漁業権優先順位ルー
ルの見直し 
 
農地法による農業生
産法人の規定になら
い「漁業生産法人」を
創設 
 
養殖業の生産性向上 

出所：第９回東日本大震災復興構想会議（平成２３年６月１１日）村井委員提出資料を改変 61 



漁業所得補償（漁業経営安定対策）のイメージ 

出所：新潟県新資源管理制度導入検討委員会（第３回）小松正之委員長提出資料を改変 
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    2005年（推定）　さけ・ます類養殖生産のパフォーマンス　　

チリ ノルウェー 日本

生産量（トン） 601,000 602,000 13,000
経営体数 45 210 80
経営体当り生産量（トン） 13,355.6 2,866.7 162.5
生産金額（百万ﾄﾞﾙ） 1,721.0 1,957.0 44.6
経営体当り生産金額（百万ドル） 38.2 9.3 0.6
経営体当り生産金額（百万円） 4,283.4 1,043.7 62.4
ライセンス数 486 760 80
ライセンス当り生産量（トン） 1,237 792 163
生簀数 11,200 8,027 242
養殖従事者数 4,800 4,500 240
従業員当り生産量（トン） 125.2 133.8 54.2
鮭鱒単価（US$/kg） 2.86 3.25 3.43

出所：日経調水産業改革髙木委員会第２回資料（2007） 

主要国での“養殖”生産性  

・サケ・マス類養殖１経営体当りの 
  生産量ではノルウエーが日本の18倍、チリは82倍 
  生産金額はノルウエーが日本の17倍、チリは69倍 
・海外に比べ日本の養殖生産性が圧倒的に低く、国際競争できる環境整備が必要 

○ 

○ 
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出所：第９回東日本大震災復興構想会議（平成２３年６月１１日） 
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出所：第９回東日本大震災復興構想会議（平成２３年６月１１日） 
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主要水揚産地

年次 全国 釧路市 八戸市 石巻市 塩竃市 気仙沼市 銚子市
三浦市
(三崎)

焼津市 浜田市 下関市 長崎市 枕崎市

2015 99.5 84.1 96.5 93.9 87.4 89.5 82.3 87.4 98.6 87.3 89.4 87.2 84.2

2030 92.6 64.6 86.0 82.1 70.4 72.2 62.5 72.3 87.3 70.7 74.3 70.9 66.1

島しょ漁港地

年次 全国 奥尻町 礼文町 利尻町 八丈町 両津市 福江市 奈良尾町 厳原町 名瀬市 屋久町 与那国町 小値賀町

2015 99.5 70.3 61.9 67.6 91.9 80.7 86.7 68.8 82.9 92.0 100.9 87.8 64.5

2030 92.6 45.2 35.4 40.9 77.8 63.0 70.6 43.5 63.9 80.2 96.7 74.7 38.7

資料：国立社会保障・人口問題研究所
(市区町村別の将来推計)

日本の全国将来推計人口指数(2000年を指数100とした場合)

出所：日経調水産業改革髙木委員会（2007年7月31日提言） 

資料１６： 

「漁業地域（漁村）、特に漁業を中心産業とする離島での人口減少が全国平均の数倍以上のスピードで 
進み、このままでは地方の水産業、経済が崩壊してしまうだけでなく、国のかたち、安全までもが変わって 
しまうおそれがある。」 
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日本の全国・地域別将来推計人口指数（2010年を指数100とした場合） 

資料：国立社会保障・人口問題研究所 

主要水揚産地 

年次 全国 釧路市 八戸市 石巻市 塩竃市 気仙沼市 銚子市 三浦市 焼津市 浜田市 下関市 長崎市 枕崎市 

2025 94.2  83.3  88.0  83.5  83.4  78.2  78.0  84.6  94.0  83.3  86.0  88.9  80.1  

2040 83.8  64.8  72.7  67.8  65.0  58.0  57.5  65.7  83.2  66.9  70.2  74.6  61.6  

島しょ漁港地 

年次 全国 奥尻町 礼文町 利尻町 八丈町 佐渡市 対馬市 壱岐市 五島町 小値賀町 奄美市 屋久島町 与那国町 

2025 94.2 68.5  72.8  70.2  79.8  77.8  73.9  80.4  75.2  67.0  82.9  91.5  88.5  

2040 83.8 43.7  52.1  48.0  59.1  59.2  52.1  63.5  54.1  43.9  66.7  81.4  77.1  

漁業地域（漁村）が消滅する？ 
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